
公益財団法人東京都農林水産振興財団   入札情報

【公表】   

整理番号 104

契約番号 4農振財契第1185号

件名 Windows11検証用モバイル端末及びモニター等機器の借入れ

入札方法 ビジネスチャンス・ナビ電子入札システムを使用した電子入札

借入場所 東京都立川市富士見町3-8-1　公益財団法人東京都農林水産振興財団　立川庁舎

概要
財団では令和5年度よりネットワーク更改を予定しており、その環境下で各種動作検証を行うた
め、モバイル端末及びモニター等機器を借り入れ、運用保守を実施する。
（詳細は別紙仕様書のとおり）

借入期間 令和5年4月1日から令和8年3月31日まで（36ヶ月）（長期継続契約）

契約方式 希望制指名競争入札

①又は②のいずれかの要件を満たす者で、本件仕様に対応可能な者

①東京都における令和3・4年度物品買入れ等競争入札参加有資格者で、「営業種目131：賃貸業
務」のうち「取扱品目02：電子計算機リース」に登録されている者であること。
②当財団又は官公庁等において同様の業務について契約実績を有する者であること。

格付 問わない

現場説明会 実施しない

開札予定日時 令和5年2月24日（金）　午前10時00分（ビジネス・チャンスナビ上）

希望申出期間 令和5年2月6日（月）午前10時から令和5年2月13日（月）午後4時まで

希望申出場所
希望申請は、ビジネスチャンス・ナビ電子入札システムを通じてご提出ください。
下記「希望申出時の提出書類」を添付してください。

（1）希望票【様式あり】（必要事項を記入・押印）

（2）会社概要・実績一覧表【様式あり】　（必要事項を記入）

（3）〇希望申出要件①に該当する場合は、
　　　　東京都「令和3・4年度物品買入れ等競争入札参加資格審査受付票」の写し
　　　　及び「令和3・4年度競争入札参加資格審査結果通知書（物品等）」の写し
　　 〇希望申出要件②に該当する場合は、
　　　　契約実績を証明するものの写し（契約書・請書の写しなど）

（4）導入予定機器概要（機種等）　※様式任意

備考

（1）指名業者の選定については、当財団指名業者選定基準によります。
　　（東京都物品買入れ等指名競争入札参加指名基準に準じます。）
（2）希望票の提出があっても、必ずしも指名されるとは限りません。
（3）指名通知は、指名した方のみに対して入札予定日の5日前までに行う予定です。
（4）申込書類に不備がある場合、失格になることがあります。
（5）関係する会社に該当する場合（親会社と子会社の関係にある場合、親会社を同じくする
　　子会社同士の関係にある場合、役員の兼任等がある場合）には、同一入札案件に参加する
　　ことができません。
（6）入札結果（落札業者名、落札金額等）については後日公表します。予めご了承ください。

入札に関する
問い合わせ先

公益財団法人東京都農林水産振興財団　管理課　契約担当
住所　東京都立川市富士見町3-8-1
電話　042-528-0721

仕様内容に関する
問い合わせ先

公益財団法人東京都農林水産振興財団　管理課　企画係
住所　東京都立川市富士見町3-8-1
電話　042-528-0722

希望申出時の提出書類

(1)から(4)までの全ての書
類をナビ上に添付してくだ
さい。

希望申出要件



仕 様 書 

 

１ 件名 

  Windows11 検証用モバイル端末及びモニター等機器の借入れ 

 

２ 借入期間 

  令和 5 月 4 日 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで 

  （地方自治法第 234 条の 3 の規定による長期継続契約） 

 

３ 借入場所及び設置台数（予定） 

  東京都立川市富士見町 3-8-1 

公益財団法人東京都農林水産振興財団 立川庁舎  10 台 

 

４ 業務内容及び導入機器の概要等 

（１）借入物品に係る要求仕様 

①クライアント端末（モバイル型） 10 台 

機 器 詳細 

筺体（本体） 

（注：突起部含まず） 

13～14 型ノート 

質量（本体） 1.3kg 以下 

対応 OS Microsoft Windows 10 Professional （Windows 11 

Professional からのダウングレード） 

64bit（正規版） 

CPU Corei5(第 12 世代以上) 

メモリ 8GB 以上実装 

本体機器で動作保証のある製品であること。 

表示装置 液晶フル HD 非光沢液晶 

解像度 1920×1080（フル HD）ドット以上 

表示色数 1,677 万色 以上 

ストレージ SSD 256GB 以上 

Bitlokcer 等の暗号化機能を搭載すること。 

ポインティングデバイス フラットポイントであること。 

USB 3.0 以上準拠３ポート以上とする。 

うち 1 ポートは Type-C(PD 対応) 

インターフェース（USB を除く） 外部ディスプレイ端子×1 ポート以上（うち１ポート

は HDMI 準拠）、LAN(RJ-45)×1、 

ヘッドホン・ラインアウト端子×1、 



マイク・ラインイン端子×1 

（ヘッドホンとマイク端子はコンボジャック×１で

も可） 

カメラ Web カメラ内臓 

通信 有線：1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T 

無線：インテル® Wi-Fi 6E（IEEE802.11ax/ac/a/b/g/

準拠）+Bluetooth 5.1 モジュール内蔵 

オーディオ スピーカー内蔵 

電源 電源ケーブル及び AC アダプタ 

消費電力 最大約 85W 以下であること。 

マウス USB 接続、光学式、ホイール機能付き 

標準サイズであること。 

キーボード JIS 配列準拠日本語キーボード（内蔵） 

バッテリー 本体に内蔵されていること 

バッテリーのみで約 10 時間以上駆動可能なこと

（JEITA2.0 測定法準拠）。 

盗難防止用ロック 

取り付け穴 

盗難防止用ロックと取り付け穴があること。 

BIOS パスワード保護が可能であること。 

 

②インストールソフト 

ソフト 仕 様 数 量 

統合オフィスソフト Microsoft Office Home & Business 2021 

統合オフィスソフトは、最新のサービスパックおよ

び最新のセキュリティ修正プログラムを適用し、イ

ンストールすること。 

10 

 

③添付品 

機 器 仕 様 数 量 

セキュリティワイヤー 長さ：２ｍ以内、太さ 4.0mm 以内 10 

マスターキー 個別キーとは別にマスターキーを納品すること。 

ただし、エレコム株式会社製「ESL-7NM」のシリ

ンダ錠タイプを納品できる場合は、既存のセキュリ

ティワイヤーと一致するため、マスターキーは不要

とする。（マスターキー番号は契約締結後、提供す

る。） 

２ 

キーボードカバー 防水及び防塵に有効であること。 

装着した状態でキー入力が可能であること。 

10 



のぞき見防止シート のぞき見防止と画面保護できる機能を有している

こと。 

10 

液晶ディスプレイ 1920×1080（フル HD）21.5 インチ 10 

ＳＤカードリーダーラ

イター 

内臓なし 

SD カードスロット搭載機種の場合は、BIOS にて

無効化設定すること。 

 

 

（２）各機器に係る基本要件 

①各機器は全て新品であること。メーカーは同一が望ましい。メーカーが異なる場合は、

保守窓口が一元化できること。 

②国際エネルギースタープログラムの適合製品であること。 

③JEITA「PC グリーンラベル制度」の審査基準を満たしていること。 

④インストールソフト仕様で示すソフトウェアをインストールした状態で、正常に動

作するものであること。ただし別に示す場合を除く。 

⑤付属する取扱説明書類は、設定時に電子データで端末本体に格納し、物品による納品

は行わないこと。付属するメディア類については、システム管理者が必要とする最小

限の枚数を納入すること。詳細については、契約締結後、財団担当者と協議すること。 

⑥電源ケーブルその他必要なケーブル類を添付すること。 

 

（３）運用保守 

①オンサイト対応時間 

9:00～17:00（土日祝日、年末年始を除く） 

上記の時間外においても、電話、E-Mail 等による受付を行うこと（24 時間 365 日）。 

②保守内容 

借入期間満了までの保守契約が可能であること。 

 

（４）その他運用要件 

本案件にて導入したクライアント端末の運用について、財団からの以下の相談に対

応し、支援すること。 

①Windows アップデートに係る操作・運用方法、WindowsOS、ブラウザー、Microsoft 

Office 製品等について、電話、E-Mail 等で質問に対応すること。 

②電話、E-Mail 等で可能な範囲での一般的なソフト操作説明、及び障害切り分けと障

害復旧支援を以下のとおり行うこと。 

ア 対応時間は、9:00～17:00（土日祝日、年末年始を除く）とし、問い合わせ回数の

上限はないこと。 

イ 問合せ実施対象者は、情報システム管理者及び財団が指定する各所属の IT リー

ダー等とし、一般職員からの問い合わせは行わないこととする。 

 



（５）期間満了時の取扱い 

①契約期間満了時においては、受託者の負担により、物理的破壊またはデータ消去に

よりデータが漏洩しないよう情報セキュリティ対策を講じること。実施にあたっ

ては、事前に財団担当者と実施方法やスケジュールを調整するとともに、完了後は

データ消去完了証明書（書式は任意）を提出すること。 

なお、機器の撤去後にデータの消去を行う場合は、事前調整において、データ消去

までの期間における情報セキュリティ対策を示した上で、厳重に管理すること。 

②付属品、添付品等の返却については、財団と協議の上、決定すること。 

③搬出及び機器の撤去に係る一切の経費は、受託者の負担とする。 

 

５ 支払方法 

月払いとし、適法な支払請求書を受領した日から 30 日以内に支払うものとする。 

 

６ 長期継続契約案件 

本件は、地方自治法第 234 条の３の規定による長期継続契約案件である。契約を締結

した翌年度以降において、当該契約に係る予算の減額又は削減があった場合、財団はこの

契約を変更または解除することができるものとする。 

 

７ 環境により良い自動車利用 

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、次の事項を遵守するこ

と。 

（１）都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号）

第 37 条のディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

（２）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減

等に関する特別措置法（平成４年法律第 70 号）の対策地域内で登録可能な自動車で

あること。 

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示

又は写の提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。 

 

８ その他 

（１）契約締結後、速やかに本契約に係る費用明細（ハードウェア、ソフトウェア等物件

費（リース料）、ライセンス料、導入作業費、運用保守費等）を記載した内訳書を作

成、提出すること。 

（２）本業務に係る機器の搬入・据付、設定作業、運用保守サービスなど一切の費用は、

すべて契約金額に含むものとする。 

（３）契約期間満了時においては、受託者の負担により、物理的破壊またはデータ消去に

よりデータが漏洩しないよう情報セキュリティ対策を講じること。また、搬出及び機

器の撤去に係る一切の経費は、受託者の負担とする。 



（４）受託者は、契約の履行に関して知り得た機密情報を第三者に漏らし、又は他の用途

に利用してはならない。契約期間の終了後においても、同様とする。 

（５）本仕様書に定めのない事項については、別紙１「電子情報処理委託に係る標準特記

仕様書」を遵守すること。 

（６）個人情報の取扱については、別紙２「個人情報に関する特記事項」のほか関係法令

等を遵守すること。 

（７）別紙３「東京都グリーン購入推進方針」に記載されている判断の基準を満たしてい

ること。 

（８）本契約においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に努めること。契約

後に新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴い、仕様書の内容に変更が生じ

る場合、受発注者間において、契約内容の変更の協議を行い、適切に対応する。 

（９）暴力団等排除に関する特約条項については、別に定めるところによる。 

（10）本仕様書の解釈に疑義を生じた場合は、その都度財団と双方協議の上、処理す   

るものとする。 

 

９ 担当部課 

  公益財団法人東京都農林水産振興財団 管理課 企画係 

  〒190-0013 東京都立川市富士見町 3-8-1 

（TEL）042-528-0722 (E-mail) zaidan-kikaku@tdfaff.com 



電子情報処理委託に係る標準特記仕様書 

 

 

委託者から電子情報処理の委託を受けた受託者は、契約書及び仕様書等に定めのない事項について、

この特記仕様書に定める事項に従って契約を履行しなければならない。 

 

 

１ サイバーセキュリティポリシーを踏まえた業務の履行 

受託者は、公益財団法人東京都農林水産振興財団（以下「財団」という。）サイバーセキュリテ

ィ基本方針及び財団サイバーセキュリティ対策基準の趣旨を踏まえ、以下の事項を遵守しなければ

ならない。 

 

２ 業務の推進体制 

(1) 受託者は、契約締結後直ちに委託業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業務に関す

る責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記仕様書を遵守し業

務を推進する旨の誓約を書面にし、委託者に提出すること。 

(2) (1)の事項に変更が生じた場合、受託者は速やかに変更内容を委託者に提出すること。 

 

３ 業務従事者への遵守事項の周知 

(1) 受託者は、この契約の履行に関する遵守事項について、委託業務の従事者全員に対し十分に

説明し周知徹底を図ること。 

(2) 受託者は、(1）の実施状況を書面にし、委託者に提出すること。 

 

４ 秘密の保持 

受託者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約終了後も同様

とする。 

 

５ 目的外使用の禁止 

受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。また、こ

の契約の履行により知り得た内容を第三者に提供してはならない。 

 

６ 複写及び複製の禁止 

受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、委託者が貸与する原票、資料、その他貸与品

等及びこれらに含まれる情報（以下「委託者からの貸与品等」という。）を、委託者の承諾なくし

て複写及び複製をしてはならない。 

 

７ 作業場所以外への持出禁止 

受託者は、委託者が指示又は承認する場合を除き、委託者からの貸与品等（複写及び複製したも

のを含む。）について、２(1)における作業場所以外へ持ち出してはならない。 

 

８ 情報の保管及び管理 

受託者は、委託業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、委託業務の実施に当たって

以下の事項を遵守しなければならない。 

(1) 全般事項 

ア  契約履行過程 

 <令和2年10月改正> 

別紙１ 



(ｱ) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。 

ａ  委託業務を処理する施設等の入退室管理 

ｂ  委託者からの貸与品等の使用及び保管管理 

ｃ  仕様書等で指定する物件（以下「契約目的物」という。）、契約目的物の仕掛品及び契

約履行過程で発生した成果物（出力帳票及び電磁的記録物等）の作成、使用及び保管管理 

ｄ  その他、仕様書等で指定したもの 

(ｲ) 委託者から(ｱ)の内容を確認するため、委託業務の安全管理体制に係る資料の提出を求め

られた場合は直ちに提出すること。 

イ  契約履行完了時 

(ｱ) 委託者からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに委託者に返還すること。 

(ｲ) 契約目的物の作成のために、委託業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及び電磁的記

録媒体等一切の有形物）（以下「記録媒体」という。）については、契約履行完了後に記録

媒体上に含まれる当該委託業務に係る情報を全て消去すること。 

(ｳ) (ｲ)の消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去方法及び消去

日等を明示した書面で委託者に報告すること。 

(ｴ) この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告すること。また、再委託を行った場合は

再委託先における状況も同様に報告すること。 

ウ  契約解除時 

イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。 

エ  事故発生時 

契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び委託者から

の貸与品等の紛失、滅失及び毀損等の事故が生じたときには、その事故の発生場所及び発生状

況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

(2) アクセスを許可する情報に係る事項 

受託者は、アクセスを許可する情報の種類と範囲、アクセス方法について、業務着手前に委託

者から承認を得ること。 

(3) 個人情報及び機密情報の取扱いに係る事項 

委託者からの貸与品等及び契約目的物に記載された個人情報は、全て委託者の保有個人情報で

ある（以下「個人情報」という。）。また、委託者が機密を要する旨を指定して提示した情報及

び委託者からの貸与品等に含まれる情報は、全て委託者の機密情報である（以下「機密情報」と

いう。）。ただし、委託者からの貸与品等に含まれる情報のうち、既に公知の情報、委託者から

受託者に提示した後に受託者の責めによらないで公知となった情報、及び委託者と受託者による

事前の合意がある情報は、機密情報に含まれないものとする。 

個人情報及び機密情報の取扱いについて、受託者は、以下の事項を遵守しなければならない。 

ア 個人情報及び機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能

な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設

け個人情報及び機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 委託者から要求があった場合又は契約履行完了時には、イの管理記録を委託者に提出し報告

すること。 

エ 個人情報及び機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対策を講じるこ

と。 

オ (1)イ(ｲ)において、個人情報及び機密情報に係る部分については、あらかじめ消去すべき情

報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得

るとともに、委託者の立会いのもとで消去を行うこと。 

カ (1)エの事故が、個人情報及び機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合は、漏えい、
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滅失、毀損した個人情報及び機密情報の項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を

詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

キ カの事故が発生した場合、受託者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、委

託者に可能な限り情報を提供すること。 

ク (1)エの事故が発生した場合、委託者は必要に応じて受託者の名称を含む当該事故に係る必

要な事項の公表を行うことができる。 

ケ 委託業務の従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱いについて必要な教育及び研修を実

施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて委託者に提出すること。 

コ その他、東京都個人情報の保護に関する条例（平成2年東京都条例第113号）に従って、本委

託業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 

９ 委託者の施設内での作業 

(1) 受託者は、委託業務の実施に当たり、委託者の施設内で作業を行う必要がある場合には、委託

者に作業場所、什器、備品及び通信施設等の使用を要請することができる。 

(2) 委託者は、(1)の要請に対して、使用条件を付した上で、無償により貸与又は提供することが

できる。 

(3) 受託者は、委託者の施設内で作業を行う場合は、次の事項を遵守するものとする。 

ア 就業規則は、受託者の定めるものを適用すること。 

イ 受託者の発行する身分証明書を携帯し、委託者の指示があった場合はこれを提示すること。 

ウ 受託者の社名入りネームプレートを着用すること。 

エ その他、(2)の使用に関し委託者が指示すること。 

 

10 再委託の取扱い 

(1) 受託者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託を行う旨を書

面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得なければならない。 

(2) (1)の書面には、以下の事項を記載するものとする。 

ア 再委託の理由 

イ 再委託先の選定理由 

ウ 再委託先に対する業務の管理方法 

エ 再委託先の名称、代表者及び所在地 

オ 再委託する業務の内容 

カ 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び機密情報については特に明記するこ

と。） 

キ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、機密情報、記録媒体の保管及び管理体制につ

いては特に明記すること。） 

ク 再委託先がこの特記仕様書の１及び３から９までに定める事項を遵守する旨の誓約 

ケ その他、委託者が指定する事項 

(3) この特記仕様書の１及び３から９までに定める事項については、受託者と同様に、再委託先に

おいても遵守するものとし、受託者は、再委託先がこれを遵守することに関して一切の責任を負

う。 

 

11 実地調査及び指示等 

(1) 委託者は、必要があると認める場合には、受託者の作業場所の実地調査を含む受託者の作業状

況の調査及び受託者に対する委託業務の実施に係る指示を行うことができる。 

(2) 受託者は、(1)の規定に基づき、委託者から作業状況の調査の実施要求又は委託業務の実施に  

係る指示があった場合には、それらの要求又は指示に従わなければならない。 
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(3) 委託者は、(1)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとする。 

 

12 情報の保管及び管理等に対する義務違反 

(1) 受託者又は再委託先において、この特記仕様書の３から９までに定める情報の保管及び管理等

に関する義務違反又は義務を怠った場合には、委託者は、この契約を解除することができる。 

(2) (1)に規定する受託者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことによって委託者が損害を

被った場合には、委託者は受託者に損害賠償を請求することができる。委託者が請求する損害賠

償額は、委託者が実際に被った損害額とする。 

 

13 契約不適合責任 

(1) 契約目的物に、その契約の内容に適合しないものがあるときは、委託者は、受託者に対して相

当の期間を定めてその修補による履行の追完又はこれに代えて若しくは併せて損害の賠償を請

求することができる。 

(2) (1)の規定によるその契約の内容に適合しないものの修補による履行の追完又はこれに代えて

若しくは併せて行う損害賠償の請求に伴う通知は、委託者がその不適合を知った日から１年以内

に、これを行わなければならない。 

 

14 著作権等の取扱い 

この契約により作成される納入物の著作権等の取扱いは、以下に定めるところによる。 

(1) 受託者は、納入物のうち本委託業務の実施に伴い新たに作成したものについて、著作権法（昭

和45年法律第48号）第2章第3節第2款に規定する権利（以下「著作者人格権」という。）を有す

る場合においてもこれを行使しないものとする。ただし、あらかじめ委託者の承諾を得た場合は

この限りでない。 

(2) (1)の規定は、受託者の従業員、この特記仕様書の10の規定により再委託された場合の再委託

先又はそれらの従業員に著作者人格権が帰属する場合にも適用する。 

(3) (1)及び(2)の規定については、委託者が必要と判断する限りにおいて、この契約終了後も継続

する。 

(4) 受託者は、納入物に係る著作権法第2章第3節第3款に規定する権利（以下「著作権」という。）

を、委託者に無償で譲渡するものとする。ただし、納入物に使用又は包括されている著作物で受

託者がこの契約締結以前から有していたか、又は受託者が本委託業務以外の目的で作成した汎用

性のある著作物に関する著作権は、受託者に留保され、その使用権、改変権を委託者に許諾する

ものとし、委託者は、これを本委託業務の納入物の運用その他の利用のために必要な範囲で使用、

改変できるものとする。また、納入物に使用又は包括されている著作物で第三者が著作権を有す

る著作物の著作権は、当該第三者に留保され、かかる著作物に使用許諾条件が定められている場

合は、委託者はその条件の適用につき協議に応ずるものとする。 

(5) (4)は、著作権法第27条及び第28条に規定する権利の譲渡も含む。 

(6) 本委託業務の実施に伴い、特許権等の産業財産権を伴う発明等が行われた場合、取扱いは別途

協議の上定める。 

(7) 納入物に関し、第三者から著作権、特許権、その他知的財産権の侵害の申立てを受けた場合、

委託者の帰責事由による場合を除き、受託者の責任と費用をもって処理するものとする。 

 

15 運搬責任 

この契約に係る委託者からの貸与品等及び契約目的物の運搬は、別に定めるものを除くほか受託

者の責任で行うものとし、その経費は受託者の負担とする。 

 <令和2年10月改正> 



 

                                        

個人情報に関する特記事項 

 

（定義） 

第１ 本業務において、公益財団法人東京都農林水産振興財団（以下「財団」という。）の保有する個

人情報（以下「個人情報」という。）とは、財団が貸与する原票、資料、貸与品等に記載された個人

情報及びこれらの情報から受託者が作成した個人情報並びに受託者が財団に代わって行う本業務の

過程で収集した個人情報の全てをいい、受託者独自のものと明確に区分しなければならない。 

 

（個人情報の保護に係る受託者の責務） 

第２ 受託者は、この契約の履行に当たって、個人情報を取り扱う場合は、「東京都個人情報の保護に

関する条例」（平成 2年東京都条例第 113号）を遵守して取り扱う責務を負い、以下の事項を遵守し、

個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報保護に必要な措置を講じなければならない。 

 

（再委託の禁止） 

第３ 受託者は、この契約書に基づく委託業務を第三者に委託してはならない。ただし、委託業務全

体に大きな影響を及ぼさない補助的業務についてあらかじめ財団の書面による承諾を得た場合には

この限りでない。 

２ 前項ただし書きに基づき財団に承諾を求める場合は、再委託の内容、そこに含まれる情報、再委託

先、個人情報管理を含めた再委託先に対する管理方法等を文書で提出しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第４ 受託者は、第３第１項ただし書きにより財団が承認した場合を除き、委託業務の内容を第三者に

漏らしてはならない。この契約終了後も同様とする。 

２ 第３第１項ただし書きにより、財団が承認した再委託先についても、同様の秘密保持に関する責務

を課し、受託者が全責任を負って管理するものとする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第５ 受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。また、第

３第１項ただし書きにより財団が承認した部分を除き、契約の履行により知り得た内容を第三者に提

供してはならない。 

 

（複写複製の禁止） 

第６ 受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、財団から引き渡された原票、資料、貸与品

等がある場合は、財団の承諾なくして複写又は複製をしてはならない。 

 

（個人情報の管理） 

第７ 受託者は、財団から提供された原票、資料、貸与品等のうち、個人情報に係るもの及び受託者

が契約履行のために作成したそれらの記録媒体については、施錠できる保管庫又は施錠入退管理の

可能な保管室に格納するなど適正に管理しなければならない。 

２ 受託者は、前項の個人情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設け個人

情報の管理状況を記録しなければならない。 

３ 受託者は、財団から要求があった場合には、前項の管理記録を財団に提出しなければならない。 

 

（受託者の安全対策と管理体制資料の提出） 
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第８ 受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るとともに個人情報保護に万全を期するため、委

託業務の実施に当たって使用する受託者の管理下の施設において、以下の事項について安全管理上必

要な措置を講じなければならない。 

 (1) 委託業務を処理する施設等の入退室管理 

 (2) 財団から提供された、原票、資料、貸与品等の使用保管管理 

 (3) 契約履行過程で発生した業務記録、成果物等（出力帳票及び磁気テープ、フロッピィ等の磁気媒

体を含む。）の作成、使用、保管管理 

 (4) その他仕様等で指定したもの。 

２ 財団は、前項の内容を確認するため、受託者に対して、個人情報の管理を含めた受託者の安全管理

体制全般に係る資料の提出を求めることができる。 

 

（財団の検査監督権） 

第９ 財団は、必要があると認める場合には、受託者の作業現場の実地調査を含めた受託者の個人情報

の管理状況に対する検査監督及び作業の実施に係る指示を行うことができる。 

２ 受託者は、財団から前項に基づく検査実施要求、作業の実施に係る指示があった場合には、それら

の要求、指示に従わなければならない。 

 

（資料等の返還） 

第 10 受託者は、この契約による業務を処理するため財団から引き渡された原票、資料及び貸与品等

並びに受託者が収集した個人情報に係る資料等を、委託業務完了後速やかに財団に返還しなければ

ならない。 

２ 前項の返還時に、個人情報に係るものについては、第７第２項に定める個人情報の管理記録を併せ

て提出し報告しなければならない。 

 

（記録媒体上の情報の消去） 

第 11 受託者は、受託者の保有する記録媒体（磁気ディスク、紙等の媒体）上に保有する、委託処理に

係る一切の情報について、委託業務終了後、全て消去しなければならない。 

２ 第２第１項ただし書きにより財団が承認した再委託先がある場合には、再委託先の情報の消去につ

いて受託者が全責任を負うとともに、その状況を前項の報告に含め財団に報告しなければならない。 

 

（事故発生の通知） 

第 12 受託者は、委託業務の完了前に事故が生じたときには、速やかにその状況を書面をもって財団に

通知しなければならない。 

２ 前項の事故が、個人情報の漏えい、滅失、き損等の場合には、漏えい、滅失、き損した個人情報の

項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、速やかに財団に

報告し、都の指示に従わなければならない。 

 

（財団の解除権） 

第 13 財団は、受託者の個人情報の保護に問題があると認める場合はこの契約を解除することができ

る。 

 

（疑義についての協議） 

第 14 この取扱事項の各項目若しくは仕様書で規定する個人情報の管理方法等について疑義等が生じ

たとき又はこの取扱事項若しくは仕様書に定めのない事項については、両者協議の上定める。 



 

東京都グリーン購入推進方針 

 

物品等の調達に当たっては、その必要性をよく考えた上で、価格・機能・品質だけでなく、

環境への負荷ができるだけ少ないものを選択して購入することとする。 

その際、可能な限り、原材料の採取から製品やサービスの生産、流通、使用、廃棄に至る

までのライフサイクルにおいて環境への負荷が少ないものを選択することが必要である。 

そこで、調達する各製品やサービスごとに、適正な価格・機能・品質を確保しつつ、以下

の観点で他の製品と比較して、相対的に環境負荷の少ないものを選択することとする。 

 

＜原材料の採取段階での環境配慮＞ 

① 原材料の採取において資源の持続可能な利用に配慮されているもの 

② 原材料が違法に採種されたものではないもの 

③ 原材料の採取が保護価値の高い生態系に影響を与えてないもの 

④ 原材料の採取において環境汚染及び大量の温室効果ガスの排出を伴わないもの 

 

＜製造段階での環境配慮＞ 

⑤ 再生材料（再生紙、再生樹脂等）を使用したもの 

⑥ 余材、廃材（間伐材、小径材等）を使用したもの 

⑦ 再生しやすい材料を使用したもの 

 

＜使用段階での環境配慮＞ 

⑧ 使用時の資源やエネルギーの消費が少ないもの 

⑨ 修繕や部品の交換・詰め替えが可能なもの 

⑩ 梱包・包装が簡易なもの、又は梱包・包装材に環境に配慮した材料を使用したもの 

 

＜廃棄・リサイクル段階での環境配慮＞ 

⑪ 分別廃棄やリサイクルがしやすい（単一素材、分離可能等）もの 

⑫ 回収・リサイクルシステムが確立しているもの 

⑬ 耐久性が高く、長期使用が可能なもの 

 

＜その他の環境配慮＞ 

⑭ 製造・使用・廃棄等の各段階で、有害物質を使用又は排出しないもの 

⑮ 製造・使用・廃棄等の各段階で、環境への負荷が大きい物質（温室効果ガス）の使用、 

排出が少ないもの 

別紙３ 


